
第十次五カ年計画（２００１～２００５年、以下では「十・五計画」と記する）は、中

国の近代化建設における第三段階の戦略措置を実施する最初の五カ年計画である。

「十・五計画」期間中、中国は全面的に西部大開発戦略を実施し、中西部地区の発

展を早める。５年から１０年の時間で、西部地区のインフラと生態環境整備を画期

的に進展させて、西部開発のよいスタートを切るように努める。

第１節 「十・五計画」の主な目標と基本的枠組み

「中国共産党中央の国民経済と社会発展第十次五カ年計画制定に関する提案」

は、中国共産党第１５期中央委員会第５回総会で採択された。これによると、「十・

五計画」期間中、中国の経済と社会発展の主な目標は次のとおりである。

国民経済は比較的速い発展速度を保ち、経済構造の戦略的調整に顕著な成果

をあげ、２０１０年の国内総生産（GDP）が２０００年比で倍増するための堅い基礎

を作る。国有企業は現代企業制度の確立において大きな進展を勝ち取り、社会

保障制度はより健全なものとなり、社会主義市場経済体制を整える実質的な一

歩を踏み出し、さらに広く深く国際的経済協力と競争に参加する。雇用ルート

を広げ、都市と農村部の住民の所得が持続的に増え、物質文化生活が大きく改

善される。生態整備と環境保護は強化される。科学教育は発展を早め、国民の

質はさらに高くなり、精神文化と民主的法制度の整備は著しく前進する。
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上に述べた発展戦略目標を達成するために、「十・五計画」の編成は、発展を主

題とし、構造調整を主たる方向、改革開放と科学技術進歩を原動力とし、人民の生

活レベルの向上を根本的な出発点とする。経済構造の戦略的調整という主たる方向

に沿って、「十・五計画」では、西部大開発、都市化、内需拡大、持続可能な発展

及び科学技術と教育による立国を重点とした五大戦略が明らかにされている。

「十・五計画」の間、中国は経済効率の向上を中心とし、経済構造に対して戦略

的調整を行う。その主な任務は、産業構造を合理化し、農業、工業、サービス業の

レベルと効率を全面的に高める。生産力の配置を合理的に調整して、地域経済のバ

ランスのとれた発展を促す。徐々に都市化を推進し、都市と農村部経済が互いに助

け合って発展する局面の実現に努力する。インフラと生態環境改善に力を入れて、

持続可能な発展を実現する。

産業構造調整の面における重点は、以下の事を立派に行うところにある。第一

は、農業の基礎的地位を固める。食糧安全の確保を重視し、農民の所得を増やし、

農民の負担を確実に軽くする。第二は、工業改造と構造の合理化・グレードアップ

を速め、工業全体の質と国際競争力を高める。第三は、サービス業を大いに発展さ

せ、サービス業の国民経済に占める割合を著しく向上させる。第四は、国民経済と

社会の情報化を推進し、工業化と情報化とを結び付け、情報化で工業化を促進し

て、生産力の躍進を遂げる。第五は、さらに水利、交通とエネルギー等インフラ建

設に力を入れる。

各地区及び都市と農村経済のバランスのとれた発展のため、中国は時期を逃さず

西部大開発戦略を実施して、東部・中部・西部地区のバランスのとれた発展を促す

と同時に、都市化のプロセスを積極的・着実に推し進める。「十・五計画」の間、

西部大開発を実施するには、ユーラシア・ランドブリッジ、長江水路と西南の海に

出るルート等交通幹線に依拠し、中心都市の役割を発揮させる。線で点を結び、点

で面を引っ張り、インフラ建設、生態環境の保護と整備及び科学技術教育の発展に

重点を置く。都市化のプロセスを推進する重点は、農村部の小都市の発展、とりわ

け県都と、一部の基本条件の良好な潜在力の大きい行政鎮の発展にある。同時に中

小都市を積極的に発展させ、地域的中心都市の機能を完全なものにして、大都市に

周辺に対する輻射作用、リード作用を発揮させる。

科学技術教育面においては、技術のイノベーションを強化し、ハイテクを発展さ

せ、産業技術水準を高めることが重点である。第一は、戦略的意義を有するハイテ
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クの研究を積極的に推進し、力を集中して通信、生物、新材料、先進的製造工業、

宇宙航空等かなめとなる技術分野で成果をあげる。第二は、伝統産業の改造やレベ

ルアップ、グレードアップのために技術を提供する。第三は、基礎研究と応用基礎

研究を強化し、科学技術の進歩とイノベーションのために、絶えず技術を蓄積す

る。

生態環境整備の面における重点は、木や草を植え、東北、華北と西北防風林を整

備し、長江上流、黄河上流中流などの天然林を保護し、森林覆蓋率を高める。砂塵

の防止と改善に力を入れ、小規模流域の整備を速め、土砂流失を減らす。牧草地を

整備し、過度の放牧を防ぎ、草原の退化と荒漠化を抑制する。都市の緑化を広く展

開する。

第２節 「十・五計画」期の西部大開発実施の全体的配置

西部大開発戦略を実施し、地域経済のバランスのとれた発展を促進することは、

「十・五計画」の五大戦略重点の一つであり、経済構造の戦略的調整の重要な内容

でもある。早くも第八次五カ年計画と第九次五カ年計画の中で、国は地域経済のバ

ランスのとれた発展促進を打ち出したが、当時国の投資と政策支援の重点は依然と

して発展条件の良い沿海地域に集中していた。「十・五計画」の中で、国は西部開

発を全局にかかわる戦略的高所に置き、中部と沿海地区より前に位置付けた。明ら

かに、西部大開発戦略の実施は、国の投資と政策支援の重点の戦略的移動、すなわ

ち、過去の沿海地区から西部地区への移動を意味している。

中国政府の計画によると、西部大開発を実施する戦略的目標は、２１世紀の半ば

に全国で基本的に現代化を実現するとき、西部地区の貧困と立ち遅れの様相を徹底

的に変え、経済が繁栄し、社会が進歩し、山河が美しく、人民が裕福な新しい西部

を成していることである。今後の５年から１０年の間、努力して西部地区にインフ

ラの整備と生態環境の保護・改善を大幅に進展させ、資源優位から経済優位への転

化を速め、特色のある地域経済を初歩的に形成し、東西格差の拡大趨勢を抑えて、

西部大開発の良いスタートを切る。この実現のために、「十・五計画」期間の重点

は、インフラの整備、生態環境の保護と改善、特色のある産業と科学技術教育の発
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展である。

１． インフラ建設のテンポを速める

現在、西部地区にある鉄道と自動車道路網の密度は、全国平均レベルの半分、沿

海地域の五分の一ぐらいしかない。西部地区の自動車道の等級と開通程度も低く、

二級以上の自動車道の割合はわずか６．９％。自動車道がない郷・鎮は６８０余りに達

しており、全国の当該郷・鎮数の８５％を占めている。こうした状況は西部地区の

経済と社会の発展を深刻に制約している。これをできるだけ早く改善するため、

「十・五計画」の間、中国政府は力を集中して、西部の水利、交通、通信、エネル

ギー及び都市のインフラ建設を速め、以って西部地区の発展と対外開放の拡大に有

利な条件を創り出す。

水利建設面においては、「十・五計画」期に四つの重点を際立たせる。その一

は、生態環境の改善を根本と突破口として、土砂流失防止の実施スピードを上げ、

現地の農業生産条件と生態環境を改善し、水資源の持続可能な利用を実現する。そ

の二は、節水と水資源の高能率の利用を革命的措置として、節水灌漑を重点とする

灌漑区の整備と改造を行う。その三は、水資源の合理化配置を目指し、流域と地域

の水資源を統一的に管理する。その四は、長期的全局的観点から必要な、地区や流

域を跨る導水を実施する。

交通建設面においては、自動車道路建設を重点に、鉄道、空港、天然ガスパイプ

ライン幹線と内陸河川運輸の整備を全面的に強化する。西部地区の自動車道建設の

重点は、国道主要幹線の整備、農村自動車道の開通と地域道路網の改造にある。

２０１０年までに、中国では西部に繋がる９本の国道主要幹線が基本的に完成され、

西部交通ルート建設の任務が達成される。自動車道開通の条件を整えた村に自動車

道を開通させ、１５万キロメートルの自動車道の建設が計画されている。西部地区

の道路交通状況を初歩的に改善し、西部大開発に基本的な交通条件を創り出す。交

通部の計画によると、中国は２０年ぐらいの時間をかけて、西部地区の道路交通の

様相を根本から変え、配置が合理的で、機能が完備した道路輸送サービスネットワ

ークを一応作り上げ、社会経済発展の需要を総体的に満足させる。

鉄道建設面においては、「外につながるルートを開き、西部の鉄道網を充実さ

せ、技術改造を強め、輸送力を高める」ことを目標として、東西を繋げる鉄道建設

に重点を置き、西部各省間の交通ルートを整備し、国際ルートの建設を速める。在
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来線の改造に力を入れ、青海－チベット鉄道と国境を跨ぐ鉄道をできる限り早く着

工する。「十・五計画」の間、計画されている西部鉄道の大中型プロジェクトの基

本建設投資は１０００億元に達する予定で、全国鉄道投資総額の約４０％を占める。

２００５年には西部鉄道の全体は１万８０００キロメートルに達し、全国鉄道営業距離の

約２４％を占め、鉄道網の主な骨組みを基本的に完成する。

水路交通建設においては、西部地区の「大河を通じ、海に達する」総合運送シス

テムを全面的に推進する。２０年ぐらいの努力で、西部地区の水運主要交通ルート

を一応完成し、主な支流航路を開発して、合わせて水路運送サービスシステムを作

り上げる。計画によると、西部地区の内陸河川運送は三つのレベルで展開される。

その一は、水運主要交通ルート、すなわち海に出る幹線ルートの建設で、その長さ

は合計４０６０キロメートルに達する。その二は、水運主要ルートと繋がる重要な支

流及び重要な地域的河川の航路建設である。その三は、経済効果の著しい区間の河

川航路開通（又はその一部）及びダム地区の水運である。

空港建設面において、「十・五計画」の間、「中枢プロジェクトを実施、支線空港

を発展させ、空路構造を合理化し、運営効率を向上する」という原則によって、成

都双流、昆明巫家�と西安咸陽、蘭州中川、ウルムチ等の空港を中心とする支線航
空網を建設して、徐々に主要中枢空港を中心とする輻射式支線航空運送ネットワー

クを完成する。このほかに国は、西部の電気網、通信及びテレビ放送などのインフ

ラ整備に力を入れる。

２． 生態環境の保護と改善を強化する

西部地区は、中国の大きい河川の水源地区であり、土砂流失、水不足、土地砂漠

化及び各種自然災害が比較的深刻で、生態環境がかなりもろい地区でもある。現

在、西部地区の土砂流失面積は全国の８０％以上を占めており、荒漠化面積は全国

の９０％以上を占めている。「十・五計画」の間、中国は引き続き国の財政支援を拡

大し、計画的・段階的に以下のことを行う。耕地を樹木や草の栽培地に戻し、荒山

荒漠を緑化し、砂塵を防止・改善し、天然林を保護し、自然草原を回復・整備す

る。土砂流失の総合対策等生態プロジェクトに力を入れて、西部地区の生産条件と

生態環境を改善する。

現在、中国では長江上流、黄河上流中流生態環境改善プロジェクトが実施されて

おり、これには耕地を樹木栽培（草）地へ転換するモデル・プロジェクト、及び天
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然森林資源保護プロジェクトが含まれている。計画によれば、２０００年から２０１０年

まで、長江上流と黄河上流中流地区で耕地を森林・草地に転換する面積は１１６１万

ヘクタール、うち耕地を樹木や草の栽培地にするのは４７８万ヘクタール、植林に適

した荒山荒地で植林や草栽培をするのは６８３万ヘクタールとなっている。プロジェ

クト地域では、天然林の伐採を全面禁止し、加えて山に行く道の封鎖、個人請負な

どの方法で、既存の森林・潅木林地、森林となっていない植林地を全面かつ効果的

に管理・保護する。着実に耕地を森林・草地に転換するのを推進するため、中国政

府は「救済の代わりに穀物を提供し、個人が請け負う」というやり方をとる。試行

期間に、国は耕地転換の農民に無償で食糧、現金と苗による補償を提供する。

同時に、西部大開発に呼応して、中国は西部自然保護区整備のテンポを速める。

今後１０年間、国と地方政府は１４の省市区で自然保護区を２７０個所新設する。保護

区の総面積は現在の６３００万ヘクタール余りから１．２８億ヘクタールに増やし、国土

面積に占める割合は６．５６％から１３．３３％に高める。このほか、国は西北の北部、

華北の北部及び東北の西部にある乾燥砂漠地で砂漠化防止プロジェクトを実施し、

黄河流域の重点地域で「黄河の水・土壌保全生態プロジェクト」を実施する。

３． 産業構造を積極的に調整し合理化する

西部地区では、エネルギー、鉱産物、観光と農業、牧畜業の資源が豊かで、開発

の潜在力が大きい。例えば、全国の牧草地の７２．３％、未開発土地の７９．６％、水力

発電資源の９０％（うち西南地区は６８％）が西部地区にある。西北地区の化石エネ

ルギー埋蔵総量は全国の４１．８％を占めており、うち石炭は５１．８％、石油は３０．３％、

天然ガスは３９．２％を占めている。資源優位から経済優位へと転換させるため、

「十・五計画」の間、西部の産業構造調整の重点は、農業の基礎的地位を固め、大

いに特色のある産業を発展させ、優位を持つ資源の総合的開発と加工度の向上に努

め、観光業の発展を速めることである。

農業発展面において、今後西部地区は、特色のある農業、牧畜業と農産品加工業

に力を入れて発展させなければならない。まず、良質な綿花、サトウキビ、果物、

野菜、花、生薬と葉煙草等７つの特色のある農産品生産地の建設を、重点的に行

う。次に、家畜群の種の構成を改良する。成長の早く、肉質の良い、飼料の利用率

の高い肉食用牛、羊などの種を推し広め、牛、羊の優性種の割合を高め、乳牛と良

質の細毛の羊の生産の発展を早め、大いに乳製品の産業化を推し進める。第三に、
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支柱産業と有力製品を発展させる。新製品の開発に努力して、食用油製品、肉製

品、果物野菜加工品、生薬製品などを主とする、地域的特色と民族的特徴のある農

産品加工システムを形成する。このほか草原と生態整備を行い、乾燥地耕作と節水

農業を大きく発展させる。

エネルギー基地建設面における重点は、「西気東輸」（（５４頁参照）と「西電東送」

（５５頁参照）プロジェクトを立派に行う。陝西・甘粛・寧夏、タリム、チャイダム、

四川・重慶地区の石油天然ガスの開発、総合利用と外部輸送基地を建設する。資

金・政策支援を増やし、西南水力発電基地の建設を速め、西南地区のエネルギー産

業の土台を作る。

原材料基地建設面においては、優位性のある鉱産資源の総合開発利用に重点を置

き、絶えず加工度と総合利用度を高め、次第に国内で重要なカリ・リン酸肥料基

地、非鉄金属基地と希土類金属の研究開発基地を完成する。西安、重慶、成都、蘭

州等大都市によって、ハイテクと先進的適用技術を普及させ、先端技術成果を早く

商品化、産業化させる。

他には、西部地区は豊富多彩な観光資源を有しており、とりわけさまざまな歴史

文化遺跡、少数民族の民俗及び自然景観が、全国で際立っている。「十・五計画」

の間、観光基礎施設の建設を重点に、観光資源の開発と企画をうまく行って、高度

な観光戦略を実行する。努力して観光業及び関連サービス業を、西部地区の経済を

支える産業の一つに育てる。

４． 科学技術教育を優先的に発展させ、労働者の質を全面的に改善する

現在、西部地区では観念が遅れており、経済運営の効率は比較的低く、企業の経

営管理はうまくなく、製品の競争力は欠けている。鍵は、科学技術教育が立ち遅れ

て労働者の質が高くなく、技術が分かって経営できる複合型の人材が不足している

ことにある。したがって、西部地区の開発を速めるには、科学技術教育が先行しな

ければならない。特に、基礎教育と専門教育に力を入れて、各レベルの異なる人材

を育成し、労働者の質を全面的に高め、よって、西部地区の発展を科学技術の進歩

と質の高い労働者の上に成し遂げなければならない。

「十・五計画」の間、国は一層西部の教育、特に貧困地区の義務教育を助成す

る。小中学校の経営条件の改善に努め、積極的に九年義務教育の普及を推し進め

る。西部小中学校の教師、校長の研修を強化し、その全般的資質を高める。西部地
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区の遠隔教育システムを重点的に建設し、西部地区教育を躍進させる。専門教育を

大いに発展させ、その構造を調整して、より多くより良い実用タイプの人材を育て

る。西部の大学建設を強化し、大学教育の相対的均衡発展を促す。

人材育成面において、国は西部「星火」教育基地建設（編者注：農村の科学技術

普及計画。農村内部で技術幹部を養成することと、都市の退職管理職者・技術者を

農村に呼び込むことを主内容とする）を強化する。西部開発の技術人材育成プロジ

ェクトを実施し、次第に段階式人材育成体系を作り上げ、西部の各指導層の幹部や

中堅技術者の研修を行う。東部西部間の技術支援、人材交流を促進する。東部沿海

地域の人材の西部開発への参加を促すため、人事部と公安部は、既に西部人材導入

の戸籍移動政策を緩和することを決めており、「戸籍は転出せず、身分を保留し、

行き来自由」のやり方をとる。

第３節 「十・五計画」期間の中国内陸の重大開発プロジェクト

西部大開発を支持して、中西部地区の発展を速めるため、「十・五計画」の間、

中国はさらに内陸地区のインフラ建設を強化する。長江三峡水力発電所、黄河小浪

底水利中枢を引き続き建設し、「南水北調」（南から北への導水、以下は「南水北

調」と記する）、チベットに行く鉄道、北京－上海間の新幹線、「西気東輸」と「西

電東送」等プロジェクトを進め、交通運輸ルートの建設を加速する。また、徐々に

陝西・甘粛・寧夏、タリム、チャイダムと四川・重慶地区にある石油天然ガスの開

発、総合利用及び外部への輸送基地を建設する。

１．「南水北調」プロジェクト

北方地区の水不足を緩和するため、「十・五計画」の間、中国は「南水北調」プ

ロジェクトの準備を急ぎ、できるだけ早く着工するよう努力する。「南水北調」プ

ロジェクトは、東部ライン、中部ライン、西部ラインに分かれている。東部ライン

は、長江下流から導水して、山東、天津と河北東部地区に水を供給する。中部ライ

ンは、長江支流の漢江から北京・天津地区に水を引き、主に北京・天津と北京・広

州鉄道の河北省、河南省にある沿線都市に用水を提供し、同時に華北地区での水不
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足による環境悪化を改善する。西部ラインは、大渡河、雅�江、通天河から黄河上
流に水を調達して、寧夏、内モンゴル、陝西などの西部地区に用水を供給する。こ

の三ラインの年間導水総量は、約３８０億～４８０億立方メートル、黄河・淮河・海河

平野と西北地区で黄河一本を増やした水量に相当する。

現在、関係部門は「南水北調」プロジェクトの中部ライン、東部ライン計画案に

ついて、比較とフィージビリティ・スタディを行っている。条件が熟せば、「十・

五計画」期に着工する可能性がある。水利部の企画によると、「南水北調」プロジ

ェクトは、まず開通して後によく流れるようにし、工期を分けて実施する原則によ

って、徐々に導水規模を拡大し、全面的に推進して行く。そのうち、東部ライン工

事は三期に分けて実施する。２０１０年までに東部ライン応急工事（第一期）と第二

期工事を施工し、導水量は９０億～１１０億立方メートル、黄河を越える導水量は３０

億～４０億立方メートル。中部ラインは二期に分けて行う。一期の水調達量は８０億

～９０億立方メートル、黄河を越える導水量は５０億～６０億立方メートル。第二期導

水規模は１３０億～１４０億立方メートルまで増加し、黄河を越える導水量は８０億～９０

億立方メートル。西部ラインについては、まだ作業が進んでいないので、準備を急

ぎ、早急に計画書を完成するように努力しなければならない。

水利部の構想によると、２０１０年前後に、東部ライン応急工事（第一期）、第二期

と中部ライン第一期工事を完成して、北京、天津及び華北平野と山東半島の都市で

の深刻な水不足を解消する。東部ライン一、二期と中部ライン一期工事は、合わせ

て１３１０億～１４８０億元の投資を必要とし、そのうち幹線投資が７００億～８００億元、地

方支線及び関連投資が５３０億～６３０億元。同時に「南水北調」プロジェクトには、

新しい運営メカニズムを採り入れ、株式会社を設立する予定である。東部ライン、

中部ラインの幹線部分については、状況によって株式会社を設立し、国は株をコン

トロールし、地方政府と用水企業は株を持ち、水ユーザーは管理に関与する形で、

運営管理を行う。

２．「西気東輸」プロジェクト

中国西部地区には、天然ガスが２２．４兆立方メートル埋蔵されており、全国陸地

の天然ガス資源総量の約５９％を占めている。１９９９年末現在、探査で明らかになっ

た天然ガス地質埋蔵量は累計１．５兆立方メートル、同年１２０億立方メートルを採掘

した。年間生産能力実績は既に１８０億立方メートルを上回った。過去の５年間、西
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部のガス田に既に長距離ガス輸送パイプラインを１０本敷いており、幹線全長は

３６３０キロメートル余り、ガス輸送総能力は年間７５億立方メートルで、パイプライ

ン終点の西安、銀川とウルムチ等の西部省都が、初歩的に「ガス化」され、首都北

京もクリーンエネルギーを使えるようになった。

現在、中国では西は新疆より東は上海までの「西気東輸」プロジェクトを遂行し

ており、ガス輸送パイプラインによって、西部の豊かな天然ガスを経済先進地の長

江デルタ地区に輸送して、そこで日増しに厳しくなってきたエネルギー不足を解消

する。この工事は１０の省、自治区、直轄市を横に貫き、新疆タリム盆地のクチャ

から、ルンタイ、ウルムチ、ハミに沿って、さらに甘粛の武威、河南の鄭州、安徽

の淮南を越え、それから江蘇の南京を経て、最後に華東の重要都市上海に辿り着

く。工事の投資総額は３０００億元、うち第一期の投資は１２００億元、ガス輸送のメイ

ン幹線パイプラインは４２００キロメートルで２００７年に完成する予定である。

中国石油天然ガス集団公司の企画によると、２０００年末に「西気東輸」プロジェ

クトの前期研究作業を終了させ、２００１年から２００３年にわたって、工期と作業区を

分けてパイプラインの工事を行い、２００２年末靖辺－上海部分を、２００３年輪南－靖

辺部分を完成するように努力する。初期に、まず陝西・甘粛・寧夏の天然ガスを利

用して上海の市場を立ち上げ、２００４年タリムは正式に長江デルタ地区にガスを供

給し始め、そして次々とガスポンプステーションを建設する。２００５年にパイプラ

インのガス輸送規模は設計水準の１２０億立方メートルに達し、そしてガスの安定供

給を３０年間確保する。それからガス輸送量を徐々に２００億立方メートルまで増加す

る。

３．「西電東送」プロジェクト

中国のエネルギー分布は極めて不均衡である。水力エネルギー資源は大部分西

南、中南と西北地区に集中しており、開発可能な発電設備容量は四川と雲南両省だ

けで１．６億キロワットに達して、全国の約４３％を占める。石炭資源は主に華北と

西北地区に集中しており、山西、陝西、内モンゴル西部という「三西」地区だけ

で、石炭の埋蔵量は６０００億トンを上回って、全国石炭埋蔵量の約６１％を占める。

「西電東送」プロジェクトは、主に四川、貴州、雲南、広西、内モンゴル等西部

の省・自治区の電力資源を、電力不足の広東省、北京・天津・唐山と長江デルタ地

区に送電する。現在、中国の「西電東送」は既に初歩的に北、中、南との３本の
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送電ルートの雛型を形成している。第一は北部地区で、山西北部と内モンゴル西部

から北京・天津・唐山の電気網に送電するルート、現在の送電能力は２５０万キロワ

ットである。第二は中部地区で、葛洲�から上海への±５００キロボルト超高圧直流
電気送電線、その送電能力は１２０万キロワット。第三は、紅水河上流の天生橋水力

発電所から広東への送電ルート、その送電能力は近い将来３００万キロワット前後に

達する。三峡水力発電所の稼働に伴って、中部では四川・重慶から華中を経て華東

地区への送電ルートが形成される。

国家電力公司の企画によると、「十・五計画」の間、国は西部水力発電の開発と

炭鉱近くの大型火力発電所の建設を加速する。重点的に公伯峡、龍灘、小湾、洪家

渡、三板渓等大型水力発電所と蒲城二期、トグト（内モンゴル）等大型炭鉱近くの

発電所の準備を行い、そしてできるだけ早く着工させる。西南水力発電基地、西北

５つの省の水力発電と火力発電基地、山西と内モンゴル西部火力発電基地の形成

を促す。これと同時に、引き続き西部都市と農村部の電力網の建設と改造を速め、

「西電東送」を大いに推進する。

４． 西部地区の鉄道建設

「十・五計画」の間、西部地区の鉄道建設の第一は、東部と西部を繋ぐ線路の建

設である。主に隴海鉄道の宝鶏－蘭州複線、西安－合肥鉄道、株洲－六盤水複線、

遂寧－重慶－懐化鉄道、達県－万県鉄道を建設し、万県－枝城と太原－中衛鉄道を

着工するように努力する。第二は、西部省の線区整備である。主に神木北－延安

北、西安－安康、内モンゴル－昆明、水城－柏果鉄道を建設する。これと同時に、

チベットに入る鉄道の準備作業を加速し、蘭渝鉄道のような、西北と西南とを繋ぐ

鉄道の強化を研究する。第三は、国際交通ルートの建設である。主にカシュガル－

オーシュ－アンディジャンの中国・キルギスタン・ウズベクスタン鉄道を建設し、

昆明－シンガポールのパン・アジア鉄道の建設計画を作成する。第四は、在来線の

改造である。主に青海・チベット線の西寧－ゴルムド線区の輸送能力を高め、成都

－昆明鉄道の電気化改造及び西部鉄道の電気化、ネットワーク化項目を完遂する。

既に着工した西安・南京鉄道の西安－合肥部分は、全長９５５キロメートル、投資

総額２３２．３億元である。重慶－懐化鉄道は、西南に便利な外部への運送ルートであ

り、全長６４０キロメートル、投資総額１８２．３億元である。現在測量調査・設計して

建設を決めたチベットに入る鉄道は、青海・チベット線のゴルムド－ラサ区間であ
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る。それはゴルムド南の峠から、崑崙山、タンカラ山を越えてチベットに入り、さ

らにアムド、ダムシュンを経てラサ市に辿り着く。全長は約２０００キロメートル、

工期は少なくとも５年が必要で、投資総額は約２００億元である。チベットに入る鉄

道は、投資額が多く、投資リターン率が低いので、国土開発線路である。

５． 西部地区の自動車道路建設

「十・五計画」の間、交通部は引き続き西部地区の国道主要幹線の建設を加速

し、２０１０年までに、国道主要幹線を基本的に完成することを目指す。現在、計画

された国道主要幹線は九本が西部に通じる。エレンホト－河口線、西南の海に出る

交通ルート、綏芬河－満州里、丹東－ラサ、青島－銀川、連雲港－ホルグス、上海

－成都、上海－瑞麗、衡陽－昆明諸線が含まれる。これら主要幹線は大部分、ハイ

グレード自動車道基準によって建設する予定である。

これに基づいて、交通部は、重点的に西部大開発交通ルートプロジェクトを実施

し、８本の西部大開発ルートの建設計画を作成する。蘭州－雲南、包頭－北海、

新疆のアルタイ－クンジュラブ、銀川－武漢、西安－合肥、西寧－コルラ、成都－

チベットのチョクスム、長沙－重慶諸ルートが含まれる。これら交通ルートは、近

い将来建設と改造の投資重点となり、路面の等級は二級自動車道基準以上、総規模

は１万８０００キロメートル余り、国の部分投資と地方政府の調達した資金で、各

省、自治区と直轄市が段階を分けて実施する。

第４節 日本政府の対中国内陸開発援助政策

１９７９年以来、中国の改革開放の前進に伴い、中日経済貿易協力は迅速に発展し

てきた。現在、日本は既に連続７年間中国最大の貿易パートナーとなっており、

中国も日本の第二の貿易パートナーと最も重要な商品輸出国の一つとなっている。

近年来、日本経済は長期の不振に陥ったにもかかわらず、日本企業の中国での直接

投資は絶えず大幅に成長している。２０００年７月末現在、日本の中国での直接投資

項目は既に１９５４２件に達しており、実行金額は２６５．８億ドルに達している。

両国経済貿易協力の重要内容の一つとして、日本政府の対中国援助は主に、円借
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款、無償資金援助と技術協力という三つを有する。２０００年６月末現在、日本政府

が中国に提供した開発援助金額は２兆６７５５億円、そのうち円借款の契約金額は２

兆４５３５億円、無償援助契約金額は１１２０億円、技術協力金額は１１００億円である。現

在、日本は既に中国最大の経済援助国となっており、中国も日本の経済援助を受け

る最大の国となっている。最近数年間、中国の受けた二国間援助のうち約５０％は

日本から提供されたものである。各年度の日本の対中国援助状況を表１に示す。

円借款は日本の対中国援助の最も主要な形式である。中国は１９７９年から円借款

を利用し始め、今まで既に四次にわたって利用しており、累計契約金額は２兆

４５３５億３７００万円に上った。これら資金は１２８の重点・基幹大型プロジェクト、主

に交通、エネルギーなどのインフラ建設に使用されている。日本政府は中国に低金

利円借款を提供する他、１９８１年から中国に９８項目の無償援助を提供して、外国か

ら中国への無償援助の首位を占めている。

現在、日本の対中国援助は、交通、エネルギー、通信、教育、医療、農業水利、

環境保全、社会保障、社会基礎施設等多くの分野に広範囲に及んでいる。その項目

表１ 日本の対中国経済援助の変化 （単位：億円）

円 借 款 無償資金援助 技 術 協 力

１９９０年末現在累計
１９９１年
１９９２年
１９９３年
１９９４年
１９９５年
１９９６年
１９９７年
１９９８年
１９９８年末現在累計

９９４３．２４
１２９６．０７
１３７３．２８
１３８７．４３
１４０３．４２
１４１４．２９
１７０５．１１
２０２９．０６
２０６５．８３
２２６０８．７３

６３１．０９
６６．５２
８２．３７
９８．２３
７７．９９
４．８１
２０．６７
６８．８６
６２．３３
１１１２．８７

４１４．８０
６８．５５
７５．２７
７６．５１
７９．５７
７３．７４
９８．９０
１０３．８２
９８．１３
１０８９．４６

出所：URL: http://gzkw.gy.gz.cn/kjws/new10/nr3.htm

表２ 日本政府の対中国円借款の状況

年 度 項目数（個） 円借款金額（億円）

第１次円借款
第２次円借款
第３次円借款
第４次円借款

１９７９－１９８３
１９８４－１９８９
１９９０－１９９５
１９９６－１９９８
１９９９－２０００

４
１６
４２
４０
２８

３３０９
４７００
８１００
５８００
３９００

（注） 円借款金額は交換公文による。
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は中国３１の省、自治区と直轄市に分布しており、良好な社会効果と経済効果を得

て、中国の現代化に多大な貢献をしている。例えば、中国で最近２０年来、新しく

建設した電化鉄道全長の３８％、港の大型中型埠頭の１５％、新しく増加した化学肥

料生産能力の２５％、発電設備能力の３％などは、ともに円借款を利用したもので

ある。

西部大開発を支持して、内陸地区の発展を加速させるため、現在中国政府は既に

次のように決定した。外国政府と国際機関から提供された特恵借款を、国が支持す

る農業、林業、水利、交通、通信、都市のインフラ、環境保護等のプロジェクトに

重点的に配置し、内陸地区に傾斜する。国家財政資金の割当、国債資金、及び外国

政府と国際機関の借款の７０％以上は内陸地区に投入する。

中国の内陸開発政策に歩調を合わせるため、第四次円借款は、既に対内陸地区援

助の比率を増やした。１９９６年～１９９８年の３年間、円借款の４０項目のうち２７項目が

内陸地区にある。１９９９年確定された円借款項目は１９個、総金額は１９２６億３７００万円

である。そのうち、内陸地区への投資項目は１３個、金額は約１５４５億円である。貴

州、重慶の環境保護モデル都市、重慶、昆明と成都の都市給水、湖南、湖北、江西

の都市洪水防止、及び重慶の梁平－長寿高速道路等プロジェクトが含まれている。

今後、日本の対中国援助政策は、引き続きその重点を内陸地区、特に西部地区に

置き、しかも援助する産業分野とやり方を必要によって適切に調整すべきである。

これによって、徐々に貧困をなくし、格差を縮小し、生態環境の悪化趨勢を抑止し

て、内陸地区の経済と社会の発展を推進する。

まず、第一に、対中国援助の重点を内陸、特に西部地区に置くべきである。西部

地区は、発展レベルが比較的低く、インフラが遅れていて、生態環境がもろい。し

かし、国土が広く、自然資源が豊かで、開発の潜在力は大きい。従って、日本は対

中国援助の重点を内陸、特に西部地区に置き、交通、通信、エネルギー等インフラ

及び農業水利、林業、環境保護と医療保健を重点分野とするならば、中国の現代化

の推進に有利だけではなく、日本の長期的利益にも合致する。

第二に、西部に対する円借款条件の適度な緩和が考えられる。短・中期的に、西

部大開発には大量の資金が必要である一方、西部地区の経済基盤は弱く、資金調達

能力が限られているので、適度に円借款の特恵条件を緩和することが考慮されてよ

い。例えば近年来、他の国の円借款関連プロジェクトは資金の９０％以上が日本政

府の貸付金という場合が多い。これに対し中国では、各プロジェクトは平均で国内
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資金が７０％、円借款部分は３０％となっている。従って、今後西部地区への円借款

項目を検討するとき、円借款の割合を適度に高くすれば、西部地方政府の資金調達

のプレッシャーを軽減することができる。

第三に、国際金融機関及び他国政府との協力を強化する。中国の西部大開発を援

助するために、世界銀行は、今後３年間に少なくとも１０億ドルの貸付金を提供し

て、西部地区のインフラと節水プロジェクトに用いる。中国政府は、また積極的に

地球環境基金、世界銀行、アジア開発銀行及びUNDP等国際機関と、生態環境保

護分野での協力を強化して、西部地区の生態環境保護と整備を推し進める。西部の

インフラと生態環境整備に投資が多く要るので、建設を速め、しかも投資リスクを

減少、ないし回避するため、今後日本政府の対中国内陸地区の援助は、国際金融機

関及び他国政府と協力を強め、円借款を米ドル借款とユーロ借款と結びつけなけれ

ばならない。

第四に、さらに無償資金援助を拡大し、広く種々の人民の利益になることを行

う。日本の対中国無償資金援助には、政府無償資金援助とNGO及び地方公共団体

が実施する人民の利益になるプロジェクトが含まれる。とりわけ、民間機関が実施

する種々の無償援助項目は、援助金額は比較的少ないにもかかわらず、援助の対象

分野が広く、やり方が柔軟、多様で、直接現地人民の需要を満足できるため、しば

しば良好な経済と社会効果をもたらし、現地の各方面に高く評価されている。この

ような、投資が少なくても早く効果が得られ、人民の利益になるプロジェクトに対

しては、双方の政府はともに大いに奨励し、積極的に条件を作り出し、掛け橋の役

割を果たすべきである。政府の提供する無償援助については、引き続き内陸貧困地

区への援助を重視し、特に農業水利建設、農業技術普及、医療保健、環境保護、人

材育成と基礎教育等分野への援助を強化すべきである。

第五に、資金援助を技術協力と人材育成と有機的に結びつけるべきである。西部

地区は資金不足以前に人材、技術と管理経験が欠乏している。したがって、日本政

府は中国西部地区に資金を援助する場合、資金援助と技術協力とを有機的に結びつ

けて同時に人の訓練、技術と管理知識の伝授を合わせて行わなければならない。援

助プロジェクトを申請する際、資金援助と技術協力プロジェクトの申請を同時進行

させることが好ましい。

（魏後凱）
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